
資料３

消費者の信頼を確保するための
消費者レビューの管理

デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における
環境整備等に関するプロジェクトチーム

令和２年６月１２日
消費者庁



（２）紛争処理・解決に向けた検討の方向性
 消費者取引の当事者ではないため関与できないと主張するデジタル・プ

ラットフォームにおける苦情処理対応・紛争解決のあり方

 出品者（売主）の本人確認・情報提供
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これまでのヒアリングを踏まえた今後の検討の方向性

（１）紛争の未然防止に向けた検討の方向性
 出品者（売主）の本人確認・情報提供
 違法な製品、事故のおそれのある商品の流通への対応
 消費者を誤認させる表示（不当表示等）の是正等
 消費者の信頼を確保するための消費者レビューの管理
 利用規約の位置づけ、表示のあり方
 利用規約の個別の条項のあり方、是正のあり方
 域外適用・海外当局との連携

消費者の選択の確保に向けた検討の方向性
 ターゲティング広告のオプトアウト
 パーソナライズド・プライシングの情報提供

２．潜在的な消費者トラブルへの対応

１．顕在化している消費者トラブルへの対応

※第4回検討会資料5-1「今後の検討に向けて」3頁を一部修正
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消費者レビューに関するこれまでの議論等

委員の発言要旨

・デジタル・プラットフォーム企業の努力をより一層要請したり、あるいは法的に規制をすれば解決するという単純な問題ではないの
ではないか。例えば、不正なレビューを書く人などの悪質な行為をする人に対するエンフォースメントをどうするか、あるいは消費者
に対してより正しく安全な形でプラットフォームを使ってもらうためにどういう啓蒙活動が必要なのかなど、そういったことを総合的に、
官民合わせて知恵を絞るという視点でも議論すべき。（第２回）

・不正レビューを見つけたときにプラットフォーム事業者はどのように実効的に対応しているのか。プラットフォーム事業者は販売者
自身ではないので、これまでの法律では必ずしも法的責任がないのかもしれないが、例えば誹謗中傷していたり実物以上に優良に
みせていたりするレビューについて、そういう場を提供している者として何らかの法的責任を検討してもよいのではないか。（第４回）

・不正レビューへの対応として、機械学習などを使ってレビューを分析されている事業者もあるが、「不正」といったときにどこまで踏
み込んで評価しているのか。商品やサービスの評価の部分まで踏み込むのか。（第４回）

・やらせレビューに対する措置はどのようにしているのか。単なるアカウントの停止だけで、その後一定期間経過するとまた利用でき
るようになっていないか。何らかのさらなるペナルティーがないのか。（第３回）

・不正レビュー等の発見に機械学習を使い、人力と合わせていろいろとチェックしているとのことであるが、機械学習を用いることに
よって顕著に検出率が上がったような事例が実際にあるか。（第４回）

有識者による説明のポイント（第２回、本田雅一氏）

・ECプラットフォームのビジネスルールを活用していきなり人気商品のように見せるグロースハックの手口を紹介。派生品として高評
価を引き継ぎ優良商品に見せかけるバリエーション機能も評価システムがうまく機能していない事情の一つ。
・不正コメント醸成の実情として、SNSを通じて、電子ギフト券等を用いて日本人をレビュワーとして勧誘している。
・ライバル製品を１０個くらい連続で同じ日に星5つのコメントをつける逆ステマ、レビューが「役に立った」というサインをライバル製品
のネガティブレビューに付けてレビューの順位を上げるといった、システム側の仕組み・ルールを逆に使ったケースもある。
・注文・発送を見せかけながら途中でキャンセルしてもレビュー上では購入者として評価が残るケースがある。
・真っ当にやっているセラーの商品が上位にならず、そうではない商品が上位になりやすい。プラットフォーム自身はルールしか設定
しておらず、それを使いこなした者が勝ちとなっているので、正しい景色が消費者側から見えていない。
・やらせレビューが多いと、対面販売であれば発見されるべき商品にたどり着くことが難しくなり、消費者はマスキングされている状況。
・やらせレビューをどうやって監視していくのかは、業界全体としてルール作りを考えていかなければならないし、どのように監視すべ
きかも情報交換が必要。
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消費者レビューの仕組み・構造

・オンライン・ショッピングモール運営事業者等が提供・管理する評価システム（消費者レビューの
仕組み）は、商品等を購入したユーザーが、一定の条件に従い、当該商品や当該出店者・出品
者について感想、体験又は意見等を自由に評価・記述して投稿し、それらが一定の方式・様式に
よりユーザー向けに公表されるもの。
・消費者レビューは、消費者の購入の参考、広告、商品改善効果といった機能を有する。

出店者に対する評価
（ショップレビュー）

レビューの目的・機能

（購入者に対して）
・購入判断の参考
・情報の非対称性の解消
・優良商品の購入機会の増大
・検索コストの低減

（出店者/出品者に対して）
・消費喚起効果
・広告効果

・特にネガティブレビューのフィー
ドバックによる商品やサービスの
改善、信頼性向上
・コミュニケーション機能

（DPF事業者に対して）
・商品やサービスの改善
・広告効果
・集客効果

オンライン・ショッピングモール
プラットフォーム

商品に対する評価
（商品レビュー）

購入

ユーザー

ユーザー
（買主）

閲覧
サーチ

出店者/出品者

商品

※既存のレビューに対して「役に立った」「参
考になった」等のチェックだけを行う場合も

フリマサイトやネットオークションでも同様に消費
者レビューの仕組みがあり、主に出品者に対して
評価・レビューを行う。

評価依頼

消費者レビューの仕組み（典型例）
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消費者レビューに対する消費者の信用

・消費者は、商品の購入に際してレビューを見ており（58.2％）、また、レビューを全体的若しくは部
分的にでも信用している（75.4％）。

Q49.商品購入時に消費者のレビューを見て購入を決めていますか。

n=3072

18.0 40.2 27.4 9.1 5.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

決めている どちらかというと決めている どちらともいえない どちらかというと決めていない 決めていない

Q51.商品購入時に消費者のレビューを信用していますか。

n=3072
6.6 68.8 14.6 4.7 5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体的に信用している 一部信用している 信用していない そもそも見ない サイトによる

Q50.商品ページにおいて、消費者のレビューのどこを参考にしていますか。【複数回答可】

28.5
68.6

19.1
55.4

29.9
12.2

15.8
7.4

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売主の対応
商品の内容
配送の内容
感想の内容

★の数
第三者としてレビューの書き込みを依頼されたか否かの有無

日本語の表現方法
レビュアーの属性

その他 n=3072
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規約違反のレビューの内容

・オンライン・ショッピングモール等における消費者レビューは、公平で適正な運用を確保し、ユー
ザーの信頼を得るため、運営事業者の規約等により一定の制限がなされている。
・各事業者の規約により制限されるレビューとしては、出店者等の依頼により書き込まれたレ
ビュー（いわゆるやらせレビュー（後述））、商品を使用せずに行うレビュー、内容が虚偽のレ
ビュー、誹謗中傷するレビュー等がある。

モールA モールB モールC フリマA

ガイドライン
●●は、商品購入時
に受けられたサービ
スとは無関係のコメン
トや、当サイトの注意
事項に抵触するコメン
トを削除する権利を保
有します。以下のよう
な表現を含むコメント
は削除される可能性
があります：
• 営利目的の投稿：他
の企業やウェブサイト
に関するコメントやリ
ンクなど
• 卑猥な言葉または暴
言を含む表現：丁寧で
適切な表現をご使用く
ださい。
• 個人情報：個人を特
定できる情報の書き
込みはしないでくださ
い。
• 商品に関する意見：
商品に関するご意見
は商品詳細ページに
投稿してください。

利用規約 第●条 禁止行為
利用者は本サービスを利用するにあたり、以下の
各号に規定する行為をしてはならないものとしま
す。
(1)下記に規定する内容を含むレビューを投稿す
ること
・当社、サービス提供者または第三者を誹謗中
傷する内容
・犯罪行為に結びつく、もしくは助長する内容
・法令に反する内容
・営利宣伝目的を含む内容
（略）
(2)同日に同じ店舗で購入した同じ商品について、
２件以上のレビューを投稿する行為
(3)サービス提供者、その役員、従業員、業務委
託先（マーケティング・SEO業者等） その他の関
係者が、自己および利害関係のある他の店舗、
商品またはサービス に関し、レビューを投稿する
行為
(4)レビュー内にＵＲＬまたはメールアドレスを記載
する行為
(5)有害なプログラム、スクリプト等を書き込む行
為
(6)当社または当社のグループ会社の提供する
サービス（本サービスを含みますがこれに限られ
ません）に悪影響を及ぼす行為
(7)その他当社が不適切と判断する行為

ガイドライン
レビューを投稿する際には以下の点に十分ご注意くださ
い。

●●へ出店されているストア関係者の方が自らのストア
の商品についてレビューを投稿する行為はお控えくださ
い。

ストア関係者自ら、あるいは、第三者に依頼してレビュー
を投稿し、それが実際の商品やサービスよりも優良で
あったり、有利であったりすると誤認させるものである場
合、景品表⽰法上の不当表示に該当する恐れがありま
す。

健康食品、化粧品、医薬部外品などへレビューを投稿す
る際は以下のような医薬品的な効能・効果を示すことで、
薬機法（旧薬事法）違反となる可能性があります。
病気の症状が改善された （例 血圧が下がった×）
特定の疾病によく効いた （例 アトピーが治った×）
体の機能が増強された （例 代謝が上がって脂肪が燃
焼した×）
病気の予防に役立った （例 インフルエンザにならなかっ
た×）
化粧品や医薬部外品の効能や効果、安全性などについ
ての感じ方は使用者により異なります。
レビューの閲覧者に対して、製品の効能効果や安全性な
どについて保証したり、誤解を与えるような内容を投稿す
ると薬機法（旧薬事法）違反になる可能性があります。
（例 今までにない潤いを感じました、副作⽤もありませ

んでした×）

事務局注：規
約上投稿者向
けと出品者向
けで区別なし。

取引における
迷惑行為につ
いて

取引において
下記のような行
為は、取引相
手に対してご
迷惑となります。

迷惑行為を確
認した場合、警
告や利用制限
を行うケースも
ありますので、
十分ご注意の
上、お取引いた
だきますようお
願いいたします。
評価
・評価変更を強
要すること

【投稿者向け】規約に定められた消費者レビューにかかる禁止事項の例
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規約違反のレビューの内容

モールA モールB モールC フリマA

ガイドライン
商品の不適切なレビュー

以下は禁止されている行為の例ですが、これに限定さ
れません。
・ 出品者が、自分自身もしくは公正な購入者を装って自

社商品または競合他社の商品のレビューを投稿するこ
と。
・ 謝礼、割引、その他の報酬と引き換えに、サードパー

ティに自社商品または競合他社の商品のレビューを依
頼すること。（以下略）
・ 購入者がレビューを書いた後に返金または補てんの
提供を行うこと（以下略）。
・ サードパーティサービスを使って、レビューに関連した
無料または割引価格の商品を提供すること（以下略）。
・ 出品者の家族や従業員が、出品者の商品や競合他社
の商品のレビューを投稿すること。
・ 出品者が、レビューの変更や削除と引き換えに、レ

ビュー投稿者に返金またはその他の報酬を提供するこ
と。
・ 出品者が、満足度の高い購入者にのみフィードバック

を依頼し、満足度の低い購入者を別のフィードバックシ
ステムに誘導しようとすること。（以下略）
・ 出品者が商品の星の数を向上させるために、実際に

は互いに関連していない商品間にバリエーション関係を
作成すること。
・ 出品者が肯定的な●●レビューの依頼や、レビューと

引き換えのインセンティブを商品パッケージに同梱する
こと。
・ 出品者が自社または競合他社の商品のレビューに対

する、「役に立った」、「役に立たなかった」、「違反を報
告」の機能を操作すること。
注: ここでいう「出品者」とは出品者の従業員、および
サードパーティのパートナーすべてが含まれます。

一般消費者には非公表

ガイドライン

２ 出店・出品中の禁止行為につい
て

（２）商品レビュー・ストア評価に関す
る禁止行為について

以下の行為は禁止します。その他、
商品レビュー、ストア評価の公平性
を損なう恐れがある行為や、本来の
機能を損なう行為も禁止します。
ア ●●の商品レビュー、ストア評価
を外部サイトに転載すること
イ 外部サイトで取得した商品レ

ビューや評価コメントを、●●に転載
すること
ウ お客様に対して商品の引き渡し前

にレビューの書きこみを求めたり、出
店者様にとって有利な評価をするよ
うに求めたりすること
エ その方法を問わず、自らまたは第

三者に依頼して商品レビュー、ストア
評価を投稿すること（「このレビュー
は参考になりました」「この評価は役
立ちました」ボタンの押下など、直接
的な投稿以外の行為も含まれます）
オ お客様に対して、一度投稿された

商品レビューやストア評価の内容の
変更・削除等の要請や強要をするこ
と

・特定の評価を行
うよう強要すること

・複数回にわたり
評価変更を依頼
すること

・不適切な内容の
評価

・評価を間違える
こと

・評価へ個人情報
を記載すること

・自己都合で事務
局へ評価を依頼
すること

・評価をしないなど
進行中の取引を
放棄すること

【出店者・出品者向け】規約に定められた消費者レビューにかかる禁止事項
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オンライン・ショッピングモール運営事業者等の対応・自主的取組

・オンライン・ショッピングモール運営事業者等においては、消費者レビューの適正な運用のため、
規約に違反するレビューを禁止するほか、様々な取組を自主的に行っており、一部の運営事業
者は膨大なコストをかけて対応している。

モールÅの取組例

・ 機械学習と調査員による継続的な監視、削除
・ ソーシャルメディアサイトと協力したレ
ビュー募集業者への対応
・ カスタマーからの申告システム

モールＢの取組例

・レビュー投稿を購入者に限定
・出店者関係者によるレビュー投稿を禁止、
違反した出店者にペナルティ
・IPアドレスや決済情報も含む様々な情報を
もとにモニタリング
・SNSパトロールや潜入調査

・楽天は、2015年、楽天市場に出店する121店との間で契約をし、商品の売買を装い、店側に好意的な評価の口コミを約11万4
千件書き込み、投稿していたとして大阪市のシステム開発会社を提訴した。その後被告が不正を認めて和解。（2015年3月21
日産経ニュース）
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消費者から信用されていない消費者レビュー

・消費者の視点から、信用性の低いレビューとしては、実際に購入せずに記載されているレ
ビュー（58.9％）、金銭等を得て記載されているレビュー（55.8％）、依頼されて記載されているレ
ビュー（53.7％）などがある。
・多くの消費者は、売主や第三者からの依頼に基づくレビューを信用していない（81.6％）。

Q52.どのようなレビューは信用すべきではないと思いますか。【複数回答可】

Q53.レビューが売主または第三者からの依頼に基づいて記載され
ている場合、当該レビューを信用しますか。

n=3072

53.7
55.8

58.9
31.9

35.7
45.7

43.5
32.8

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

依頼されて記載されているレビュー
金銭等を得て記載されているレビュー

実際に購入せずに記載されているレビュー
当該プラットフォームでは実際に購入せずに記載されているレビュー

★の数が極端なレビュー
実際に使用せずに記載されているレビュー

悪意、害意が伺われるレビュー
他のレビュアーと同じ表現や不自然な表現によるレビュー

その他 n=3072

18.4 81.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ

Q54.信用したレビューが売主または第三者から依頼されたレビュー
だと知っていたら、購入を考え直しますか。

n=3072

75.6 24.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ

Q49で「決めている」「どちらかというと決めている」「どちらともいえない」と選択した方にお聞きします。
Q49-1.サイトのレビュー欄における高い評価を信じて商品を購入したところ、実際には粗悪品だった（評価に書かれている内容は、虚偽・
誇大だと感じた）という経験がありますか。

n=262925.4 34.9 39.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経験がある どちらともいえない 経験がない
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問題のある消費者レビューが消費者に与える影響

・オンライン・ショッピングモールやフリマサイトが消費社会でインフラ化しつつあり、消費者レ
ビューが消費行動に大きな影響を及ぼし、売主の広告とは異なる信頼性が期待されているなか
で、レビュー機能の健全化を害するような問題のあるレビューが放置されると、レビューに係るシ
ステム全体の信頼性を損なうこととなる。特にやらせレビューは、レビューが第三者の客観的な
意見と認識する消費者の個別の商品選択に悪影響を与え、信頼性を著しく損なうもの。
・解約の条件に高評価レビューの投稿、あるいは低評価レビューの削除を求めるなど、健全な消
費者を巻き込む例も散見される。

●レビューが引き起こす様々な消費者への影響の例
・虚偽内容のレビューにより、消費者の自由な意思決定を歪め、阻害し得る。
・海外製の粗悪品を日本市場で売り切るためにレビュー対象とされることも。※
・レビューのために提供された粗悪品がフリマなどで出回ることに。
・不正な高評価レビューで売れるほど上位にランキングされ、ますます売れることに。
・逆に、優良な商品・サービス等が狙われ、オンライン・ショッピングモール上で劣位となり埋没してしまう。
・既に購入した消費者の不安を煽る。
・解約等の条件にレビュー投稿・削除を強いるなど消費者を巻き込むことも。
・潜在的なレビュワー向けに副業の情報商材として高額に販売されることも多い。
・トラブル多発を惹起。

※使用中何度も電源が落ちる加湿器について、やら
せレビューが行われている実態の潜入取材もある
（2020年1月23日 毎日放送）。なお、意識・行動調査
Q49-1も参照（8頁）。

PIO-NETでのレビューに関する事案（2020年４月～）

【バリエーション】ラジオを通販サイトで探していたら、安いものがあったので、レビューを開けてみたが、違う型番のレビューばかりだった。それでも
目的の商品のレビューを２つ見つけたが、２つとも評価が低かった。違う型番のレビューは高評価が多く、この型番の商品を実際より良く見せようと
の意図を疑わざるを得ない。表示方法に問題はないか。

【情報操作】インターネットのショッピングモールにあるショップで、マスク１箱を注文した。代金は翌日コンビニで支払った。注文後ショップから受注
確認も発送予定のメールも一切こなかったので、こちらからショップにいつ頃届くか問い合わせた。ショップからは「マスクの需要が急増しており再
入荷待ち」との返信が来た。現在ショップＨＰに相談と同じ内容の低評価のレビューが多数載っているがしばらくその状態が続くと必ず高評価がい
くつか入る。情報操作していると思うので調べてほしいとモールには申し入れた。

【アカウント不正利用】通販業者のアカウントを乗っ取られ、当該アカウントで商品を購入されたほか、商品レビューの書き込みもされた。

【レビュー削除】通販大手サイトＡで商品を購入し、数件のレビューを上げた。１週間くらいで全部削除された。不当削除だと思う。サイトＡにメール
で問合せると、異常なレビュー活動が見つかりました。コミュニテイガイドラインをご覧くださいとメールの返事が来た。ガイドラインは読んだが、該
当する部分はなかった。
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問題のある消費者レビューが消費者に与える影響

【受取前評価依頼】フリマアプリで商品を購入したが、出品者から商品を発送したという連絡があった直後、受取ボタンを押すよう促され、ボタンを
押したら評価レビューを書くように言われた。フリマアプリからも同様のメールが送られてきた。

【キャンセル】届いた商品がすぐに壊れたので大手通販サイトと販売店に電話をしたが誠意を持った対応はしてくれなかった。その時に商品が壊
れたことと、対応が悪かったことを大手サイトの口コミ投稿欄に書き込んだ。今年になって販売店から投稿を削除するように言われている。書き込
みを削除したら商品の返金もするというが対応したくない。

【キャンセル】大手通販サイトの出店業者なので信頼し商品を購入した。商品は普通の使い方をしていたが１か月ほどで壊れた。大手通販サイト
に苦情を伝えたところ、出店業者と交渉するように言われた。交渉の結果返金してもらうことになったが、商品評価のレビューを書き換えるよう言
われた。自分は５段階の最低の評価でレビューしたが最高の評価にしてほしいと言われた。さらに文章もおすすめの商品だとの表現に変えること
が返金の条件と言われた。大手通販サイトに苦情を言ったが出店業者と交渉してほしいとの立場は変えなかった。このような業者を排除する責
任が大手通販サイトにはあるのではないかと思う。自分は返金してほしいので出店業者の言う通りレビューを書き換えるが、センターにこういう事
実を知ってほしいし、通販サイトにも苦情を伝えてほしい。

【キャンセル】届いた商品が偽ブランド品だった。すぐに連絡をして返品を受け付けてもらったが、その後商品のレビューに偽物だと書きこみをした
ことを理由に返品を受け付けないと言われてしまった。言われたあと、詳しく条件を再度確認したところ、良品の返品と不良品の返品とに注意書
きが分かれていて、不良品に関してはレビューを書くと返品対象外となると記載があった。

【やらせ勧誘】ＳＮＳに副業の情報が掲載されていたのでメッセージを送ったところ、電話で「通販サイトで商品を仕入れてレビューを書くと、サイト
から返金される。仕入れた商品を転売しても利益になる。この仕組みを教える。教えるのとサポートで●万円かかるがどうか」と勧められた。

【やらせ勧誘】副業で儲けているＳＮＳを見つけて連絡した。メッセージアプリでやり取りをして転売ビジネスを勧められた。大手ネット通販から商
品を仕入れ、レビューで高評価すると販売店から全額返金される。その商品を転売することでさらに収益を上げると説明された。

【やらせ勧誘】未成年が、特定の通販業者から組織に指定された商品を購入し、レビューを投稿するビジネスに●万円を支払い加入した。

【やらせ勧誘】友人から、大手ショッピングサイトで商品を選びレビューを書いたあとフリマサイトで転売することで稼ぐことができる副業を紹介して
もらった。レビューの書き方など転売について記載されたＰＤＦの代金●万円は立て替えるので儲かったら返してくれればいいと言われた。

【やらせ勧誘】動画投稿サイトで「未成年者でも儲けることができる」など言われた。最初１週間は１００円でできる無料体験だった。それ以降は毎
週数千円を決済代行会社の定期支払い経由でデビットカードで決済することになっていた。ビジネスの内容は、無料通話アプリのグループ内で
通販サイトＸの商品が紹介され、気に入った商品があれば紹介者に直接連絡をとりＸで購入する。その商品のレビューを書けば商品代は返金さ
れ、商品をフリマアプリなどで転売することで儲けるというものだった。レビューは★５つつけることや、文字数も２パターン指定されていた。約５商
品、約１万円購入してみたが不審に思い、契約日の２～３日後、サイトと決済代行会社に解約手続きをした。

【やらせ勧誘】画像投稿サイトで、「簡単に稼げる」と投稿していたＡに無料通話アプリで連絡した。副業の内容を聞くと、「大手通販サイトで特定の
店から商品を購入し、高評価のレビューを書くと全額返金される。無料で手に入れた商品はオークションやフリマサイトで転売すれば利益になる」
と言われた。マニュアルとサポート料金で●万円と言われ、Ａ名義の銀行口座に振り込んだ。

PIO-NET（パイオネット）：全国消費生活情報ネットワークシステム）とは、国民生活センターと全国の消費生活センター
等をオンラインネットワークで結び、消費生活に関する相談情報を蓄積しているデータベースのこと。
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問題のある消費者レビュー

・問題のある消費者レビューは、消費者の商品選択の参考になるべきレビュー機能に対する信頼
性を損なうこととなり、取引の場の信頼性が求められるオンライン・ショッピングモール運営事業
者等にとっても望ましくない状態。

問題となり得るレビューの類型

・

内容にかかわる
もの

第三者の権利を侵害するレビュー（営業妨害、名誉・信用毀損、誹謗中傷、脅迫、個人情報保護法違反、
プライバシー侵害、知財侵害 等）

個別商品の選択に際
して消費者を誤認さ
せるレビュー

・出店者・出品者が自己の評価を上げる内容を指示して行わせるレビュー

・出店者・出品者が他の出店者・出品者の評価を下げる内容を指示して行わせ
るレビュー

虚偽の情報により国民の生命・健康や公衆衛生に悪影響を及ぼすレビュー（薬機法、健康増進法 等）

不適切なレビュー（勧誘・営利目的、他者URL等記載、犯罪助長、わいせつ、政治的主張、不快感を与
えるもの）

迷惑系のレビュー（有害、ウイルス、大量投稿、チェーン）

形式にかかわる
もの

出店者・出品者が依
頼するレビュー
※依頼の事実のみで直ちに
問題となるわけではない

直接レビュワーに依頼するもの

第三者を経由して依頼するもの

（過剰な）謝礼、値引き、報酬、見返り、返金を提供するもの

強要するもの

返品・解約等の条件としてなされるレビュー

出店者・出品者、あるいはその親族・関係者等が自ら行うレビュー

なりすまし、他人のアカウントなどからの実体不明のレビュー

商品の受領前・使用前のレビュー

対象商品と一致しないレビュー（バリエーション等）

同一商品に対する同一人からの複数、繰り返しのレビュー

※「レビュー」には、投稿のほか、投稿したものの変更や削除、あるいは他者のレビューに
対する評価ボタンを押下する場合を含み得る。
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消費者レビューへの対策に対する消費者の意識

・買い物系プラットフォーム企業のレビュー管理における対策について、十分に対応しているとす
る消費者は少ない（15.1％）。

n=3072

14.0 39.2 45.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

信用できないか否かの判断は難しいため、特に対応は要らない 対価や謝礼等と見返りに記載している場合はその旨表示すべきである
対価や謝礼等と見返りにレビューを記載すること自体、許すべきではない その他

Q55.レビュー管理に対する買い物系プラットフォームの対策は十分だと思いますか。

n=3072
2.7 12.4 52.5 21.1 11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

十分に対応している どちらかというと十分に対応している どちらともいえない
どちらかというと十分に対応していない 十分に対応していない

50.6

49.6

41.7

27.6

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

買い物系プラットフォームが、実際に当該買い物系プラットフォーム上で商品を購入していない消費者か
らのレビューを許さないシステムを設計する

買い物系プラットフォームが、必要に応じ信用できないレビューの削除を行う

買い物系プラットフォームが、信用できないレビューを投稿した利用者が以後レビューを書き込めないよう
にアカウントに利用制限をかける

買い物系プラットフォームの出品者が、他者及び自分の出品に関する信用できないレビューを監視し、
必要に応じ、買い物系プラットフォームに削除を依頼し、これを買い物系プラットフォームが対応する

その他 n=3072

Q56.信用できないレビューを根絶するため、買い物系プラットフォームに期待するとすれば、どのような対策・役割を担うことが有効だと考え
ますか。【複数回答可】

Q59.信用できないレビューを書きこむ個人は、本来どのように対応すべきだと思いますか。
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やらせレビューの類型

・昨今、オンライン・ショッピングモール運営事業者等が定める規約に違反して投稿されたレ
ビューのなかでも、とりわけ、出店者・出品者や第三者（代行業者等）の指示により特定の方向性
でレビューするよう依頼されてなされたレビュー（いわゆるやらせレビュー）が特に問題になってい
る。
・やらせレビューにも、評価を上げるための上げレビューを意図した広告型（ステルスマーケティ
ング、サクラレビュー）と、評価を下げるための下げレビューを意図した妨害型に分類できる。

やらせレビューを仕組む目的
・レビューを信頼して商品を購入させるため
・商品やレビューの上位表示等のSEO対策として
・売れ筋商品を抱える競合他社を陥れ、自らの商品を優位にするため

・レビュワーが依頼さ
れていること

・その内容や方向性
等があらかじめ指示
されていること

・それらの事実が消費
者等に隠されているこ
と

広告型 妨害型

特定商品の購入を促すため
「上げレビュー」（高評価）を

行うもの

特定商品の購入を妨害、阻
止するため「下げレビュー」

（低評価）を行うもの

・意図的に過剰に上げレビューを行うこと
で評価を下げる逆ステマもある。

共通する要素

・徐々に投稿したり検知を免れるため中
低評価をあえて混ぜたりするなど巧妙化

・ランキングシステムがあるモールでは、
ベストレビュワーがやらせのために買収さ
れることも

※対象商品としては、イヤホンやスマホアクセサリーなど比較的
低価格帯でサイクルの速いものが多いとされる。
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やらせレビューの類型①（広告型、上げレビュー）

・SEO対策・ECマーケティング等をうたうコンサルや代行業者（法人・個人）が、SNSでレビューグ
ループのアカウントを設けるなどして協力者を募集し、グローバルに、組織的に行われることも。
・短期間で集中して高評価レビューを投稿するよう仕組まれるが、近年は運営事業者の検知を免
れるために巧妙化し、なかなか削除し切れていない。

現行法規制
・レビュワー個人の責任

薬機法、健康増進法、民法（不法行為）、不競法（品質等誤認表示）、刑法（偽計業務妨害等） 等

・出店者/出品者の責任
景品表示法（誤認表示）、民法（不法行為）、刑法（信用毀損、偽計業務妨害等） 等

①代行業者等がSNS等で依頼者（出店者）や
レビュワーとなる協力者（主に日本人）を募集
・出店者の中には住所不定、虚偽登録の者も
②レビュワーは副業感覚で応募
③進め方を説明（アカウントの使い分け等細部
にまで指示することも）
・星（多くは５つ星だが指定することも）やコメン
トの書き方、文字数・行数・キーワード等を指定
・動画や写真はオプション
④指定された商品を実際に購入
⑤指示されたレビューを作成・投稿
・投稿されたレビューを厳格にチェック（要求を
満たさない場合には⑥の支払いがないことも）
⑥商品購入代金と報酬を支払い（多くはイン
ターネット送金）
⑦商品は多くが未使用で、フリマアプリ等で転
売

悪質
レビュワー

SNS

レビューグループ（非公開）

・代行業者/個人
・ECコンサル

出店者 買主
（消費者）

②応募
③指示

①募集

④購入

⑤レビュー
作成・投稿

⑥支払

⑦フリマ等
で商品処分
（０円転売）レビュー参照

購入

・広告型構造の一例

依頼
※１

自ら投稿
することも
※２

※１ 出店者がコンサル依頼に際し、やらせレビューが行われることを認識していないこともある。
※２ 機械的に大量生成するレビュー工場の例も。

自らグループ開設
既存グループ利用

やらせレビューの募集を行う者に対する効果的な手立てがないか。
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やらせレビューの類型②（妨害型、下げレビュー）

・妨害型のやらせレビューでは、広告型と同様、短期間に集中して大量の低評価レビューの投稿
が意図的に行われるほか、１件の低評価レビューが致命的となり著しく信用毀損させることも。

・善良な出店者の商品を埋没させる一方、仕組んだ悪質事業者の商品（粗悪品の例も）の購入
へと消費行動を誘導し、消費者の個別商品の選択にも悪影響を与えることに。

現行法規制
・レビュワー個人の責任

刑法（信用毀損、偽計業務、名誉毀損）、民法（不法行為）、不競法（信用毀損行為）等

・出店者/出品者の責任
刑法（信用毀損、偽計業務、名誉毀損）、民法（不法行為）、不競法（信用毀損行為） 等

出店者
買主

（消費者）

④購入

・妨害型構造の一例

依頼

出店者
（競合店）

悪質
レビュワー

自ら装う
ことも

・SNSを利用したレビュワーの募集や投稿に至るプ
ロセスは広告型と概ね同じ。
・大量のレビューを投稿する必要がないため、必ず
しもSNSなどで協力者を募集する必要はない。
・ブローカーに依頼して１つ星の低評価レビューを削
除してもらうなど、レビュー操作に手を染めることも。

不正な低評価レビューが問題となった例
・液晶保護フィルム
・ヘッドライト：「爆発した」
・会議用Bluetoothスピーカー

SNS

レビューグループ（非公開） ①募集

レビュー参照
購入しない

②応募③指示
⑥支払

⑤レビュー作
成・投稿※

・代行業者/個人
・ECコンサル

自らグループ
開設、既存グ
ループ利用

自ら投稿
することも

※ネガティブレビューに対し「役に立った」をチェックする等もある。

やらせレビューの募集を行う者に対する効果的な手立てがないか。
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消費者レビューに対する消費者の関わり方

・やらせレビューについて、書き手となるレビュワーは気軽に副業感覚で行っているケースが多
いとされるが、態様によってはレビュワー個人が各種の法的責任等を問われ得ることに気付い
ていない可能性もある。読み手となる消費者もレビューの仕組みを理解し騙されないよう、デジ
タル・プラットフォーム運営事業者や行政によって周知・啓発する必要。

【参考】レビュワー個人の法的責任
（刑）刑法 信用毀損罪、偽計業務妨害罪（233条）

「虚偽の風説を流布し、又は偽計を用いて」、「人の信用を毀損し、又はその業務を妨害」
名誉毀損罪（230条）

（民）民法 不法行為責任
（民）不正競争防止法 品質等誤認表示行為（2条1項20号）

信用毀損行為（2条1項21号） ※レビュー対象者がレビュワーと競合関係にある場合
（行）薬機法 医薬品・医療機器にかかる誇大広告等の場合（66条1項）

「何人も」、「虚偽又は誇大な記事を広告し、記述し、又は流布」
（行）健康増進法 健康食品にかかる誇大表示の場合（65条1項）

「何人も」、「広告その他の表示」、「著しく事実に相違する表示」

Q56.謝礼等と見返りに、レビューを行うことを依頼されたら、どのように感じますか。【複数回答可】

12.4
18.5

11.3
15.4

5.3
34.1

25.5
2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に問題ない
依頼されていることを記載すれば問題ない
対価を得ていないのであれば、問題ない

謝礼等が相当な範囲であれば、問題ない
問題かもしれないが、社会的に蔓延しており、断るものではない

問題だと分かれば、依頼に対応しない
問題であり、依頼に対応するべきではない

その他
n=3072



消費者レビューの運用・管理の在り方

・昨今のレビューの仕組みを踏まえると、消費者レビューに対する信頼を確保するため、デジタ
ル・プラットフォーム運営事業者、SNSや行政などが連携した対策により、悪質な代行業者等やレ
ビュワーの排除、レビューの場の健全化を図ることができないか。

○出店者・出品者
・問題のあるレビューに対する規制

○悪質レビュワー
・法的責任の明確化

○デジタル・プラットフォーム運営事業者
・公平で透明なルールと運用（後述）
・実効的な監督体制
・アカウント閉鎖等の措置
・行政との連携、情報共有

○悪質事業者（代行業者、コンサル等）
・SNS等から排除されるべき新たな仕組み

・法的責任を追及しやすい仕組み

○ＳＮＳ・ソーシャルメディア
・オンライン・ショッピングモール等のデジタル・
プラットフォーム運営事業者との連携・協働
・レビューグループ等への警告、機動的なアカ
ウント削除

○行政
・執行強化
・各者との連携・情報共有

○買主（消費者）
・注意喚起、啓発

レビューの運用・管理の適正化のための各者の役割とは

悪質
レビュワー

SNS

レビューグループ（非公開）

・代行業者/個人
・ECコンサル

出店者
出品者

買主
（消費者）

レビュー
信頼

デジタル・プラットフォーム
運営事業者

レビュー
投稿

・監督

・不当表示規制
・法的責任の明確化

・情報共有
・連携/協働

・注意喚起/啓発

・法的責任
の明確化

・連携
・情報共有

・アカウント
削除等

・執行強化

・訴訟/排除

・透明/公平な取扱い

17

行政
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・デジタル・プラットフォーム運営事業者は、その提供する消費者レビューのシステムについて、消
費者の信頼を確保するために運用・管理する責任があるか。

消費者レビューの運用・管理の在り方

悪質
レビュワー

出店者
出品者

買主
（消費者）

レビュー信頼

デジタル・プラットフォーム
運営事業者

レビュー投稿

・監督

・問題のある
レビュー削除

・透明/公平
な取扱い

○対出店者・出品者
・監督体制の整備とその内容開示
・迅速で機動的なレビュー削除・修正
・パトロール
・解約条件や強要等の禁止

○対買主（ユーザー）・レビュワー
・掲載・公表手続、条件の詳細開示
・ネガティブレビューの公正処理※
・レビュー削除・不掲載の恣意的判断排除の仕組み、理
由明示
・レビュー投稿後の迅速な掲載/公表
・消費者からの報告・通報制度
・レビューにおけるきめ細かな情報開示の仕組み（依頼
の有無、ブランドや事業者との関係、インセンティブ・動
機付けの有無、広告か否か、購入日・利用日 等）
・レビューをデータとしてどのように利活用しているかの
説明

※オンライン・ショッピングモールにおいて、ユーザーがネガティ
ブなレビューを投稿したところ公表・掲載されない、あるいは投稿
して掲載・公表されていたが突然削除されたといった消費者の
指摘もPIO-NET等で存在する。

・排除

消費者レビューの運用・管理の適正化のためのDPFの役割とは

消費者レビューに関して「最低限取り組むべき事項」は何か

第4回事務局資料「違法な製品、事故のおそれのある商品の流通への対応」8頁



消費者レビューに関する海外法制・動向等

・売主の責任として、不公正取引方法の「いかなる場合にも不公正なものとして取り扱われる取引方法」のブラック・リストのうちの「誤
認惹起的取引方法」に、レビューに関する次の2つの項目が新設 された。
⇒ 商品のレビューが実際に商品を使用し、または購入した消費者によるものだと述べながらも、そのような消費者によるものであ

ることを確認するための合理的かつ比例的な措置を取らないこと（23b）
⇒ 虚偽の消費者レビューや推奨を自ら提出し、もしくは他の法人または自然人に提出させ、または商品を促進するために消費者

レビューもしくは社会的推奨を不正確に伝えること（23c）

※「不公正取引方法指令の適用に関するガイダンス」における記述
・ ユーザー・レビュー・ツールに関する説明
⇒ 不公正取引方法指令が適用されるためには、取引方法を行う者が「事業者」に該当しなければならない。
※ オンライン・プラットフォームが「事業者」に該当する場合には、オンライン・プラットフォーム上で消費者レビューを紹介するという取引方法に不公正

取引方法指令の規律が適用される。
⇒ 前記の要件が満たされている場合、オンライン・プラットフォームによる消費者レビューの提供は、誤認惹起的なものであってはならない。
※ レビューが真の利用者によるものであることなどを確保するために、合理的かつ比例的な措置を講じなければならない。
※ 不公正取引方法のブラック・リスト22番：「事業者が、自己の商業、事業、手工業若しくは職業に関係する目的で行為しないとの虚偽の主張をし、若

しくはそのような印象を与えること又は自己が消費者であるとの虚偽の表示をすること。」
※ 否定的なレビューを公表しなかったり、削除したりすることも誤認惹起的取引方法等の不公正取引方法に該当し得る。
※ レビュー・ツール提供者と該当する商品等を供給する事業者との間に、レビューの信頼性に重大な影響を与える可能性のあるつながりが存在する

場合には、このことを開示しないことは、誤認惹起的取引方法等の不公正取引方法に該当し得る。
＋ ブラック・リスト22番（前掲）
＋ ブラック・リスト11番：「商品を販売促進するためにメディアの編集コンテンツを使用し、かつ、その販売促進のために事業者が代金を支払ったにも
かかわらず、そのことをコンテンツの中で又は消費者が明確に見分けることができる映像若しくは音声によって明確にしないこと(記事広告）｡」

EU不公正取引方法指令（現代化指令による改正）

・ 評判システムに関する一般的要求事項として、プラットフォーム運用者がそのプラットフォームで評判システムを提供する場合に

は、関連する情報がどのように収集、処理およびレビューとして公表されているのかについて情報を提供しなければならない（5条
(1)）
・ 評判システムは、職業上の注意の要求事項を遵守するものでなければならない（5条(2)）
⇒ 評判システムは、ISO 20488:2018（オンライン消費者レビュー）17等の、国内の、ヨーロッパ・レベルのまたは国際的な標準化団体

によって採択された自主規準、あるいはELIモデル準則6条の基準に適合する場合には、職業上の注意の要求事項を遵守するものと
推定される（同条(3)）
※ 6条には、評判システムが職業上の注意の要求事項を遵守しているかを判断するための基準として、9つ掲げられている

ELIモデル準則

※第4回検討会 資料４「デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引に関するEUの取組み」を基に作成
19



消費者レビューに関する海外法制・動向等

・連邦取引委員会法（FTC法）５条では、不公正な競争手法、欺瞞的な行為を規制し、金銭物品の提供があったレビューを投稿する場合にはその表示をす
る必要。

・FTCは、2019年2月、外部事業者に依頼して有償でECサイトに偽の高評価レビューを投稿させていたとして、サプリメント販売業者を提訴（有償の偽レ
ビューでFTCが提訴した最初のケース）。
https://www.ftc.gov/news-events/press-releases/2019/02/ftc-brings-first-case-challenging-fake-paid-reviews-independent
・FTCは、事業者が、消費者が否定的なレビューを投稿することを妨げることを禁止する、消費者レビュー公正法（Consumer Review Fairness Act）の初の
執行事例3件を公表（本年5月8日）。同法は2016年12月に成立、17年3月施行。FTCが執行を担う。
https://www.ftc.gov/news-events/press-releases/2019/05/ftc-announces-first-actions-exclusively-enforcing-consumer-review

米国

・2020年1月、CMA（競争・市場庁）の要請に応じて、FacebookとeBayがフェイクレレビューに対応することを誓約。FBは188グループのアカウントを削除し、
24ユーザーのアカウントを無効にし、フェイクレビューを検知して削除するためにより強固なシステムを導入。eBayは140ユーザーのアカウントを禁止し、既
存のフィルターを改善。

英国

消費者オンブズマンは、2015年5月1日に、ユーザー・レビューの公表に関するガイドライン（英語版：Guidelines on publication of user reviews ）を公表。
⇒デンマークのマーケティング慣行法（Markedsføringsloven）に従い、要求事項を定めるもの。以下は禁止規定の一部抜粋・要約。

7 Submission of user reviews
・レビューのポジ・ネガにより選別することは許されない。
・対価をもらうレビューを規約により許している場合は、レビュアーが対価をもらっていることをレビューページに記載する義務を規約に明記しなければなら
ない。
8 Processing of user reviews
・レビューの投稿が拒否される場合は、その理由が伝えられなければならない。
9 Publication of user reviews
・レビューされた商品の代表者は無料でレビューに返信をする方法が与えられなければならない。

デンマーク

・消費法典（Code de la Consommation）および観光法典（Code du Tourisme）にオンライン・プラットフォームに関する規定を挿入
L.111-7 条 オンラインプラットフォーム運営者（operateurs de plateformes en ligne）の定義
消費者に対して一定の情報を誠実、明確かつ透明な方法で提供するオンラインプラットフォーム運営者の義務
L. 111-7-1 条 一定程度以上の規模（月に500万以上の訪問数）を有するオンラインプラットフォーム運営者について、上記義務を強化（2019年1月1日より）
L. 111-7-2 条 オンラインでの消費者の意見（レビュー）の収集や公開等を行う場合において、公開の態様およびオンラインで提出された意見の処理につ
いて誠実、明確かつ透明な情報を提供する義務……これらの意見の適正化を行っているのか、意見の日付、意見が公開されなかった理由の消費者に対
する通知など

フランス（デジタル共和国法）

20
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・国際標準化機構（International Organization for Standardization, ISO）は、2018 年6 月、オンライン消費者レ
ビューの収集、適正化および公開に関する原則および要求事項を定める標準を公表した。

・レビューの収集、確認、公表の各プロセスを通じたグッドプラクティスのため、レビューサイトを運用する事業者
に対する要求事項を提示するもの。

消費者レビューの国際標準 ISO20488:2018

5 Collection process（収集手続）
5.2 各当事者の責任
5.2.1 レビュワー
5.2.2 レビュー管理者

個人情報の収集・保護
5.3 消費者レビューの特性
5.4 要請された消費者レビュー

要請者・レビュー対象商品の明確
化、要請日の規律
5.5 要請によらない消費者レビュー

レビュワーの実体確認、顧客体験の
確認
5.6 誤認させる欺まん的レビューの
抑制

レビューの購入、報酬、収集プロセ
スにおける管理者責任（フィルタリン
グ等）
5.7 質問・収集フォーム

QA、レーティングの調整等不可

6 Moderation process（確認手続）
6.2 条件

コンプライアンス、検証可能性、時間、
公平な取扱いなど
6.3 担当者

役割、能力・人材
6.4 確認手続の特徴

レビュー内容から独立し、条件に従っ
てのみ実施されるもの
6.5 レビュー内容の分析

分析の実行、分析結果、自動/手動確
認、時間的制約
6.6 レビューの公表拒否
6.7 レビューの削除

レビュワーによる場合、レビュー管理
者による場合、レビュワーへの説明
6.8 レビュー内容の編集
6.9 確認手続の評価

継続的改善、サンプリング、試行等

7 Publication process（公表手続）
7.1 一般

レビューの正確性、標準画面、レ
ビュー提出・顧客体験日、プロフィール
情報
7.2 全体評価
7.3 レーティングの時間的制約
7.4 公表手続の透明性確保
7.5 条件・手続
7.6 公表までの時間
7.7 不法又は不適切な内容を含むレ
ビューへのフラグ
7.8 レビュー対象の供給者による返信
の権利
7.9 公表後のレビュー削除の基準
7.10 レビュー提出の権利喪失
7.11 欺まん的レビュー
7.12 他のレビューサイトからのレビュー
の公表

4.1 Guiding Principles （指導原則）
①Integrity ②Accuracy ③Privacy ④Security ⑤Transparency ⑥Accessibility ⑦Responsiveness
4.2 Organization commitment   行動規範（Code of practice）、レビューサイトにおける一連の基準の策定など
4.3 Continual improvement 消費者や供給者のフィードバックのモニタリング等による継続的なサービスのアップデート及び改善
4.4 Communication Channels レビュワーからの関連する価値あるフィードバックをシェアするなどのための商品供給者との有効
なコミュニケーションチャネル開発等
4.5 Resource capability 継続的改善に向けた十分なリソースの確保
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・OECDは、2016年、電子商取引における消費者保護に関する理事会勧告を行った。同勧告に基づき、2019年9
月、「オンラインの消費者レーディングとレビューの理解」（ＯＥＣＤデジタルエコノミー文書）が公表された。

・報告書では、オンラインの消費者レーティングやレビューに関連する最近の進捗状況と、それらの消費者行動
に対する効果をまとめたものである。ユーザーが作成したフィードバックに伴う消費者への主要な便益とリスク
を概観するとともに、消費者を誤認させる及び欺まん的な商慣行、正確性の欠如、消費者バイアスといった、消
費者政策への課題を特定している。報告書はまた、消費者政策策定当局と執行当局、また事業者団体や消費
者団体に対して、更に検討すべき事項を指摘している。
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/international_affairs/pdf/international_affairs_200311_0001.pdf

（参考）OECD「オンラインの消費者レーディングとレビューの理解」

【要旨】
○ユーザーが作成したフィードバックに対する信頼は、以下に示すようなリスクと課題の大きさによって影響され得る。
• 消費者を誤認させる、あるいは欺まん的な商慣行は、オンラインのレーティングとレビューの信頼性と中立性に影響する。これらには以下が含まれ
る。
o フェイクレビューがますます洗練されたものになってきており、消費者がフェイクと認識することが難しい
o スポンサーシップに関する十分な情報開示を欠く動機付けされたレビュー
o ネガティブなフィードバックの隠蔽
• 正確性に欠ける消費者のレーティングやレビューは、一般的にそれが少数の消費者によって作成されたものであり、平均的な消費者の見解を代
表するものではないかもしれない。
• オンラインの消費者レーティングやレビューを作成する、及び使用する際に、共に影響し得る消費者バイアス。消費者は、極端にポジティブないし
ネガティブなレーティングやレビューを書き、より影響される傾向にある。もしも、ポジティブなレーティングやレビューが既に入手可能なものであれ
ば、製品をよりポジティブに評価する傾向にある（社会的影響バイアス）。消費者は、レーティングやレビューに影響を与えるために、より極端なレー
ティングやレビューを投稿する傾向にあり、レーティングやレビューを自分の意見に沿ったものとする（自己選択バイアス）。
○オンラインの消費者レーティングやレビューの信頼性や中立性を改善するために、更に潜在的に考慮すべき課題を明らかにしている。そうした課
題には以下が含まれる。
• オンラインプラットフォームは、消費者苦情や返品率のような追加的なデータの使用を通じて、製品や売り手に関するレーティングやレビューの関
連性を向上させる手助けをすることができる。また、レーティングの算出方法を改善して誇大評価の減少に努めることができる。
• 事業者は、国際的な消費者ネットワークや他の組織が開発したベストプラクティスに基づいて、レビューの収集、表現の緩和、公表に関する手法を
改善することができる。
• 政府は、消費者当局が有害な商慣行に対処できるための十分なリソースを備えることを保証することができる。政府はまた、事業者に働きかけるこ
とで、現在の法制度に対する認識を向上させ、ベストプラクティスを提供することができる。
• 消費者当局と事業者は、フェイクのレーティングやレビューに対応するため、より緊密に協力することができる。
• 動機付けされたレビューや消費者へのそれらの開示の効果のような、ある種の行動の効果をより理解するために、更に研究を推進することができ
る。
• フェイク及び消費者を誤認させるレビューをいかに見分けるかについて、消費者を教育することを目的としたイニシアチブを進めることができる。
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・OECDは、電子商取引における消費者保護に関する理事会勧告における原則を補完し、オンラインの消費者
レーティングやレビューに関連して消費者を保護するために、事業者に対して実用的なガイダンスを提供する
ものとして、2019年9月、「オンラインの消費者レーディングとレビューに関するグッドプラクティスガイド」（ＯＥＣ
Ｄデジタルエコノミー文書）を公表した。
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/international_affairs/pdf/international_affairs_200313_0001.pdf

（参考）OECDグッドプラクティスガイド

【グッドプラクティスガイド要約】ビジネスへの鍵となる事業者への助言
フェイクのレーティングやレビュー
• 実際の消費者あるいは独立した第三者からのようにみえるフェイクのレーティングやレビューを書いてはならない、あるいはそれを知りながら公表
してはならない。
• 自社の製品を使用していない第三者を雇って、レーティングやレビューを投稿させてはならない。
• もし、投稿されたレーティングやレビューが実際の消費者による提供であることを確認できなければ、実際の消費者による投稿であるという印象を
作ってはならない。
• 消費者に潜在的なフェイクのレーティングやレビューを報告させ、それらの報告に迅速に対応する。
動機付けされたレーティングやレビュー
• どのようなメディア（例：オンラインプラットフォーム、レビューサイト、ソーシャルメディア）を使うかに関係なく、ブランドや事業者との関係を明確に
する。
• 消費者レーティングやレビューのために提供するいかなるインセンティブも明確な形で公開し、消費者が動機付けされたレーティングやレビューを
簡単に確認できるようにする。
• ポジティブなフィードバックを条件として、消費者にインセンティブを提供してはならない。
• レーティングやレビューを統合する場合、全体のスコアに動機付けされたフィードバックが含まれているかを開示する。
ネガティブなレーティングやレビュー
• 消費者がネガティブなレーティングやレビューについて正直な意見を投稿する気持ちを妨げてはならない。
• ネガティブなレーティングやレビューも公正な方法で処理する。
• ポジティブであれ、ネガティブであれ、全てのレーティングとレビューを公表する、あるいは、全ての関連するフィードバックが掲示されているわけで
はないことを消費者に通知する。
• ネガティブなレーティングやレビューを顧客と交流するための機会として活用し、問題を学び、有用な情報とサービスとして対応する。
誤認させる、表現を緩和する商行為
• レーティングやレビューをどう扱っているかについて明確な説明を提示する。
• 受け付けた全てのレーティングとレビューを自らの説明に従って取り扱う。
• 全てのレーティングやレビューをできるだけ早く公表する。
• レーティングやレビューを公正で透明性のある形で表示する。
• 複数のプラットフォームからのレーティングやレビューを統合したものを作成する際、同じフィードバックが2回以上カウントされないことを確保す
る。
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ご議論いただきたい事項

消費者レビューは出店者・出品者の広告効果を生むと同時に、消費者レビューの仕組
みを提供するオンライン・ショッピングモールやフリマサイトにとっても、取引成立を促す
機能を持つ。

消費者レビューの機能の健全化を通じ、消費者の自主的かつ合理的な選択を確保す
るため、また、適正で公平な消費者レビューにより、売主との紛争を未然に防止し、消
費者レビューに対する消費者の信頼を確保するため、デジタル・プラットフォーム企業が
果たすべき役割は何か。

論点① どのような消費者レビューが問題のあるものと評価すべきか。消費者からの信
頼を確保するため、どのような規律が求められるべきか。

論点② デジタル・プラットフォーム企業には、消費者からの信頼を確保するため、消費
者レビューについて運用や管理の責任があるか。
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